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研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は、特定商業集積整備法の運用実態と効果の検証を通して、コミュニティと
しての商業集積整備の課題を明らかにするとともに、これからの商業まちづくりの理論的・実践的な課題と可能性を検
討することにある。
　本研究の結果、①特定商業集積整備法の運用実態と政策効果の検証、②商業集積における商業施設と都市施設の併設
の効果の検証、③商業まちづくりにおける理論的・実践的な課題と可能性の検討、以上に関する成果を得るに至った。

研究成果の概要（英文）：The purpose of our research is to clear problems on developing commercial 
districts through examining the application and the effectiveness of Act on Special Measures concerning 
the Promotion of Improvement of Commercial District. We then provide the theoretical, practical issues 
and future direction on community development through improving commercial districts.
 Our research contribute to clarify (1) the application and effectiveness of the act, (2) the synergy 
between commercial facilities and noncommercial facilities, and (3) the theoretical, practical issues and 
future direction on community development through improving commercial districts.

研究分野： 商学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
日本の流通政策は、中小商業の振興と競争

調整を基本枠組みとする商業政策から、商業
を地域や都市との関連において捉え直そう
とする「まちづくり」政策へと転換し、現在
に至っている。  
商業とまちづくりを捉える理論構築の試

みについては、石原武政が導入した「外部性」
概念（石原武政『小売業の外部性とまちづく
り』有斐閣、2006 年）や、渡辺達朗による
「社会的共通資本」の視点からの整理（渡辺
達朗『流通政策入門』中央経済社、2003 年）
などの成果を基礎としつつ、その蓄積を進め
てきている。また、実践面では、2006 年に
実施された「まちづくり三法」の見直しやコ
ンパクトシティ概念のより明確な導入など
による新たな取り組みが開始されている。 
但し、中心市街地活性化政策の動向にみら

れるように、変容する事態の中で試行錯誤が
継続していることもまた事実である。商業と
まちの相互関係を捉える理論や、商業とまち
の一体的整備に関する具体的な指針等は、未
だ開発の途上にある。これまでの取り組みの
検証と、その検証を基礎とした理論的・実践
的検討が求められている。 
こうした認識を背景としつつ、本研究が着

目する研究対象が、「特定商業集積整備法」
（「特定商業集積の整備の促進に関する特別
措置法」。以下「特集法」という。）である。 
「特定商業集積」とは、「商業施設」（小売

業の事業のための施設）と「商業基盤施設」
（地域情報センターや文化ホール等、顧客や
地域住民の利便を図るための都市施設）が、
一体的に設置される施設・集積のことである。
中でも、特集法は、通産省と建設省と自治省
の 3 省共管下において、中小小売業の集積と
してだけではなく、大型店も加えた一体的な
整備によって、魅力ある商業集積の整備の促
進を図ろうとするものであった。それは、大
型店と中小店との共存共栄を明確に前提と
する中で、地域コミュニティとしての商業と
まちの一体的整備を追求するという、現代の
商業まちづくり政策に引き継がれるもので
あったと捉えられよう。 
しかし、一方で、同法には、少なからず、

課題も指摘された。例えば、同法が郊外型の
大規模なショッピングセンターの開発促進
につながりうる枠組みを持つこと、要件の充
足を目的とした商業基盤施設の配置の一方
で、その実質的な必要性や効果の検討が必ず
しも十分ではなかったこと等である。 
特集法は、都市型開発と郊外型開発、商業

施設と都市施設、大型店と中小店、こうした
現代の商業まちづくりに想定される対立と
協調の構図や論点を内在する政策であり、研
究上の観点からみても、貴重な対象となりう
る政策であった。しかし、2006 年の廃止後
においても、流通政策の領域からの検証は、
十分になされないままとなっていた。 
 

２．研究の目的 
以上の経緯をみても、特集法には、現代の

商業まちづくり政策を捉えていくうえで、検
証すべき多様な課題と可能性が残されてい
ることが伺える。本研究では、流通政策の観
点から、この特集法に着目し、その運用実態
と効果の検証を通して、コミュニティとして
の商業集積整備の実態と効果を検証すると
ともに、商業まちづくりの理論的・実践的な
課題と可能性を明らかにすることを試みた
ものである。具体的に、研究期間内に行うべ
く設定した研究課題は次の 3 点である。 
 
(1)第 1 が、特集法の運用実態と政策効果の検
証である。 
特集法の第 1 の特徴は、同法の展開が廃止

という形で完了しているということである。
通常、商業まちづくり政策の検証は、2 つの
意味で困難性を伴っている。1 つは、まちづ
くり政策の展開は進行中の状態にあること、
もう 1 つは、その効果検証に際しては土地利
用や経済効果等の発現も含めた一定期間経
過後の検討が求められるが、進行中の事例で
は、その期間を確保しえないことである。 
これに対し、特集法は、政策展開が完結し、

かつ、一定の期間が経過している。この特性
において、貴重な研究対象となっているとい
えよう。同法のこうした特性に着目し、まち
づくり関連政策としての運用実態と政策効
果の検証を試みることが第 1 の目的となる。 
 
(2)第 2 が、商業集積における商業施設と都市
施設の併設の効果の検証である。 
特集法にみられる第 2の特徴は、同法が「商

業施設」と「商業基盤施設」（都市施設）の
一体的な整備を求めているという点である。
一般的には、商業施設への都市施設の併設は
正の効果を持つという前提が置かれている
ように見受けられる。しかしながら、「小売
吸引力モデル」による消費者行動研究の一連
の研究系譜に示されるように、商業施設と都
市施設の併設の効果は、必ずしも、肯定的に
のみ捉えられているものではない。どのよう
な条件下で、どのような都市施設を配置して
いくことが商業集積の魅力向上に寄与する
のか、その諸条件を明らかにし、有効な政策
を検討していくことが求められている。 
同法に基づく商業集積の分析を通して、商

業施設と都市施設の併設の評価を行うとと
もに、集積の魅力向上の条件を明らかにする
ことが、本研究の第 2 の目的となる。 
 
(3)第 3 が、商業まちづくりにおける理論的・
実践的な課題と可能性の検討である。 
特集法の第 3 の特徴は、同法が、地域の小

売商を含む中小店と大型店の共存共栄を求
めた点である。この特徴に象徴されるように、
それは、換言すれば、現代にみられる多様な
業態の役割分担や商業者間の関係、あるいは
商業者が置かれた環境を再構築する中で、商



業集積を核としたコミュニティの形成やま
ちづくりを目指そうとする試みであったと
いえよう。こうした同法の試みを踏まえつつ、
より広く、現代の商業まちづくりにおける、
理論的・実践的な課題や今後の展開の可能性
を検討していくことが第 3 の目的となる。 
 
３．研究の方法 
本研究では、以上のような課題を明らかに

していくにあたり、研究代表者である石原武
政（流通科学大学）のもと、研究分担者とし
て、渡辺達朗（専修大学）、石淵順也（関西
学院大学）、髙室裕史（流通科学大学）、連携
研究者として、濵満久（名古屋学院大学）、
渡邉孝一郎（九州産業大学）、松田温郎（山
口大学）、研究協力者として、新島裕基（専
修大学大学院）、以上の 8 名による研究体制
を組織し、調査・研究を進めた。 
研究方法あるいは研究アプローチは、次の

3 点に整理される。 
 
(1)第 1 が、特定商業集積の現地調査の実施
である。現地視察及び現地関係者へのヒアリ
ング調査、また、現地における関係資料やデ
ータ収集を通して、各集積の概要や同法の運
用実態、同法適用の経緯や要件の充足の実態、
同法廃止後の変化、同法適用の利点と問題点
などの確認を行っていく。 
 
(2)第 2 が、商業施設と都市施設（商業基盤
施設）の併設効果あるいは集積の魅力度に関
するデータ収集と分析の実施である。上記の
現地調査によって収集された個別事例のデ
ータの他、商業統計データ等を収集し、調
査・分析を進めていく。 
 
(3)第 3 が、特集法の立案や運用に関わった
関係者からのヒアリング調査の実施である。
関係者へのヒアリングを通して、特集法に関
する当時の運用の実態や認識を明らかにす
るとともに、政策スキームの確認や効果の検
証に向けたデータ収集を行っていく。 

 
４．研究成果 
 以上のような研究背景と目的、及び研究体
制と研究方法に基づき、3 年間の調査研究を
進めた。その結果、得られた成果について、
以下、3 つの研究目的に基づき整理していく。
（なお、第 1 の研究目的については、運用実
態と政策効果の検証の 2つに区分して記述を
進める。 
また、各項目の記述に関連する主な発表論

文等については、「5．主な発表論文等」に記
載している種別と番号を付記する）。 
 
(1) 特集法の運用実態について 
第 1 に挙げた研究目的は、特集法の運用実
態と政策効果の検証であった。この研究目的
に関して、まず、前者の運用実態について得
られた成果として、次の 3 点を挙げておく。 

①第 1 が、特定商業集積における現地調査の
実施である。 
特集法により整備された商業集積は、高度

商業集積型が 14 件、中心市街地活性化型が 1
件、地域商業活性化型が 38件とされている。
本研究では、この内、高度商業集積活性化型
と中心市街地活性化型については全て（15
件）、地域商業活性化型については 3 件の現
地調査を実施した。また、大型店側について
も 1 件のヒアリング調査を実施した。 
現地調査では、現地視察を基本に、特定商

業集積の計画・運営に携わった関係者へのヒ
アリングを可能な限り行うとともに（11 件）、
関係資料・データ等を収集した。 
 
②第 2 が、上記の現地調査を踏まえた特集法
の運用実態の把握と整理である。 
まず、特集法の全体的なスキームや実施さ

れたプロジェクトの概要について、あらため
て全般的な整理を行った（図書②）。 
また、本研究プロジェクトの概要の整理も

あわせ、北陸・新潟地区において実施した現
地調査を中心に、運用実態と課題の整理を行
った（「雑誌論文」⑧）。 
あわせて、現地調査の内容を共有・保管で

きるものとするべく、ワーキングペーパー化
を行っている（「雑誌論文」①～⑦）。 

 
③第 3 が、特集法の立案や運用に関わった関
係者に対するヒアリング調査の実施である。 
特集法制定時の関係省庁の関係者 2 名、及

び特集法の運用に際して現場でコンサルテ
ィングに携わった関係者 5 名の計 7 名にヒア
リング調査を実施し、関係資料を収集した。 
 
(2) 特集法の政策効果の検証について 
次に、第 1 に挙げた研究目的（特集法の運
用実態と政策効果の検証）のうち、後者の政
策効果の検証に関して得られた成果として、
次の 2 点を挙げておく。 
 
①第 1 が、個別事例を対象とした特集法の政
策効果の検証である。 
個別事例分析として、青森地区を対象とし

た検証を行った。特集法から中心市街地活性
化法（以下、「中活法」という。）に至る政策
の実施過程を中心に、商業まちづくり施策の
評価を検討した（「雑誌論文」⑳、図書②）。 
その結果、特集法に関連する影響として、

大規模な郊外型ショッピングセンターの開
発を引き金とした郊外開発の増大傾向がみ
てとれること等が明らかにされた。 
 
②第 2 が、統計データを用いた特集法の政策
効果の検証である。 
高度商業集積型と中心市街地活性化型の

全ての地区（15 地区）を対象に、1985 年～
2007 年の商業統計メッシュデータ（商店数・
年間販売額・売場面積・販売効率）を用いて、
経年的な変化を確認するとともに、高度商業



集積型の立地タイプ別及び企業タイプ別の
効果検証を行った（石淵順也「特集法適用地
域の動態的変化－商業統計メッシュデータ
に基づく分析－」、2013 年第 5 回特集法研究
会、2014 年 1 月 12 日、関西学院大学東京丸
の内キャンパス、報告資料）。 
 この結果、まず、各施設の経年変化の分析
からは、施設間に大きな差がみとめられるこ
と、また、タイプ別の分析からは、中心地で
の再開発よりも郊外移転の方が有利である
こと、及び大型店の特性によって成果の内容
に差がみられること等が明らかにされた。 
 
(3)商業集積における商業施設と都市施設の
併用効果について 
第 2 に挙げた研究目的は、商業集積におけ

る商業施設と都市施設の併設の効果の検証
であった。この目的に関して得られた成果と
して、次の 2 点を挙げておく。 
 
①第 1 が、ヒアリング調査に基づく商業施設
と都市施設の併設効果の検証である。 
ここでは、「ショッピングシティ・ベル」、

「コモタウン」、「フォンジェ」、「アスカ」、
「ア・ミュー」の 5 地区のヒアリング調査を
もとに、商業施設とコミュニティ施設（商業
基盤施設）の併設の効果あるいは課題を検証
した（「図書」②）。 
この結果、ほとんどの事例においてコミュ

ニティ施設の併設がショッピングセンター
の運営にとって過剰な負担となっているこ
と、そして、維持管理費の負担の支援が一つ
の論点となっていること等が確認された。 
また、政策評価に関する課題としては、正

の効果があるという前提でコミュニティ施
設の併設が進められているが、データに基づ
く理論的な評価が十分ではないこと、このた
め、あらためて、その前提の妥当性について
の検討が必要であることが指摘された。 
 
②第 2 が、定量データによる商業施設と都市
施設の併設効果（都市施設の設置と商業集積
の魅力向上との関係）の検証である。 
小売吸引モデルにより、消費者の商業集積

レベルの買物目的地選択に都市施設がどの
ように影響するのかについて、理論的検討に
よる仮説の導出とその実証を行った（「雑誌
論文」⑭、「図書」①。また、関連報告とし
ては、「学会発表」①、②、③、④）。 
この結果、「消費者が主たる買物品目とし

て買回り品の購入を考え、楽しさ追求の動機
を持っている際に、最寄り業種の店舗比率の
低い商業集積に出向を考えている際におい
てのみ、都市施設が商業集積の選択を促す」
等の結論が導かれた。 
すなわち、商業まちづくりへの示唆として

は、従来考えられてきたほどには都市施設が
万能ではないことが明らかにされることと
なった。 
 

(4) 商業まちづくりにおける理論的・実践的
な課題と可能性の検討について 
第 3 に挙げた研究目的は、商業まちづくり

における現代の理論的・実践的な課題と可能
性の検討であった。この目的に関して得られ
た成果として、次の 4 点を挙げておく。 
 
①第 1 が、商業まちづくり政策における政策
評価に関する論点の提示である。 
この検討に関しては、先の(2)において、特

集法に関する課題等を整理したが、より広く、
商業まちづくり政策全般に関する課題が提
起された（「雑誌論文」⑲、「図書」②）。 
まず、これまでの政策評価の問題として、

政策目標の類型性と画一化、経済的・定量的
な指標への偏重、目標設定水準の妥当性や合
理性ついての客観的な判断基準の欠如がみ
られることが指摘された。 
そして、今後の課題としては、目標設定の

類型性と独自性とのバランスをいかに図る
か、多面的で総合的な目標指標をいかに開発
するか、目標水準を他の商店街や過去の実績
と比較のうえで厳密に判断していくような
取り組みをいかに進めていくか、こうした検
討が求められることが提示された。 
 
②第 2 が、地域商業あるいは地域商業研究の
意義の提示である。 
ここでは、特集法の視点を介在させること

で、コミュニティ・マート構想から中活法に
至る中で確立されてきた、小売業と都市機能
との一体的開発の考え方の意義が、あらため
て捉え直されることが提示された（「雑誌論
文」⑯、㉔）。 
すなわち、特集法と中活法の異同として、

「小売業と都市機能とを一体的に整備・推進
する」という発想は共有する一方で、それを
「郊外において新たにショッピングセンタ
ーとして建設しようとする」という発想（特
集法）と、「都市の中心部において展開しよ
うとする」という発想（中活法）を待つ点で、
両者は決定的に異なるものとなるというこ
との再認識である。この認識において、地域
コミュニティとの関連で商店街を捉える意
義があらためて浮き彫りにされるとともに、
地域商業または地域商業研究の役割の現代
的な意義が提示された。 
 
③第 3 が、商業まちづくり政策の意義と論点
の提示である。 
ここでは、特集法も含めた流通政策の系譜

に関する従来の認識、及びこれまでの商業研
究の関心を振り返ることを通して、商業まち
づくり政策の現代的意義が提示された。 
 まず、流通政策の系譜については、従来は、
「振興政策」と「調整政策」の 2 本柱で捉え
る理解が通説的理解とされてきたが、これを
「流通効率化政策」と「地域商業政策」の 2
本柱で捉え直す視点が提示された（「雑誌論
文」⑰、及び石原武政「地域商業政策の系譜」



『商学論究』58 巻 2 号、2011 年、55-89 頁）。 
 そして、これまでの商業研究の関心につい
ては、その主たる関心が流通の効率化を推し
進める企業行動に置かれてきたこと、しかし、
その効率化が、既存の流通秩序を解体し、ま
た同時にコミュニティをも解体するという
問題を生じさせてきたことが確認された。そ
して、その問題に対して、今あらためて、「経
済的効率性」と「社会的有効性」の両者をい
かに総合するのか、についての強い関心が求
められることが提示された（「雑誌論文」⑯）。 
また、あわせて、「競争」の観点からは、

企業行動にみられる競争は必ずしもイノベ
ーションを生み出すわけではなく、逆に、そ
の競争過程そのものが既存の商慣習の利用
を促し強化するというような方向にも作用
してきたことが指摘された。そして、現代に
おける政策的示唆として、イノベーションの
方向付けにより大きな努力が払われるべき
であることが提示された（「雑誌論文」⑬）。 
 
④第 4 が、商業施設の老朽化問題への着目と
今後の課題の提示である。 
この検討に関しては、商店街組織が投資し

てきたアーケードなどの不動産が、商店街組
織の重荷になっていることを指摘するとと
もに、将来の世代に負担を残さないための課
題が提示された（「雑誌論文」⑩、⑪、⑫）。 
具体的には、自治体によるアーケード購入

の事例や商店街振興組合の破産の事例の確
認を通して、商店街組織の借入金による不動
産所有によって生じている深刻な問題が指
摘された。例えば、借入金の問題としては組
合員資格や保証人制度の問題が、また、施設
整備の問題としては商店街施設の設置主体
や公共性の判断に関する問題がそれである。
そして、当面の差し迫った課題としては、組
合員の脱退問題、将来の補修・管理費の負担
問題、危険資産の撤去の問題が挙げられた。 
これらの問題は、特集法においても共通し

てみられたものである。商業施設の老朽化問
題の実態の検証と課題解決に向けた検討は、
流通政策の観点からも、今後、早急に行って
いかねばならない課題である。 
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